
令和６年１月24日・30日

滋賀労働局職業安定部需給調整事業室

派遣元事業主向け 労働者派遣制度オンライン説明会



労働者派遣の現状①

派遣事業所数の推移
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労働者派遣の現状②
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派遣労働者数の推移

派遣労働者数 2,092,305人

●無期雇用 775,804人(40.1%)
うち協定対象 737,790人(95.1%)

●有期雇用 1,316,501人(59.9%)
うち協定対象 1,220,396人(92.7%)

資料出所：厚生労働省「労働者派遣事業報告」の集計結果

（万人）

派遣労働者数の推移と内訳

【R３年度集計結果】
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派遣労働者の同一労働同一賃金の概要①

派遣労働者の待遇の確保（第30条の３、４）

派遣先に雇用される通常の労働者（無期雇用フルタイム労働者）と派遣労働者との間の不合理な待遇差
を解消すること等を目指すもの。派遣元事業主は、【派遣先均等・均衡方式】または【労使協定方式】の
いずれかの待遇決定方式により、派遣労働者の待遇を確保する必要がある。施行日は令和２年４月１日。

●派遣先均等・均衡方式（原則）
（派遣先の通常の労働者との均等・均衡を図る方式）

●労使協定方式
（派遣元における労使協定に基づいて待遇を決定する方式）

いずれかにより
待遇を確保する

「労使協定方式」が設定された理由

現状では、約９割の派遣元が労使協定方式を採用している。

【疑問】「労使協定方式」をなぜ認めているのか？
●派遣労働者は、派遣先が変わることは普通
➡派遣先均等・均衡方式では、派遣先が変わるたびに、比べる「通常の労働者」が変わる。
➡所得が不安定、キャリアアップが不整合に
➡労使協定方式は、派遣元の労使協定に基づいて待遇を決定
➡長期的なキャリア形成が可能に

待遇決定方式

4



① 比較対象労働者の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲並びに雇用形態
② 比較対象労働者を選定した理由
③ 比較対象労働者の待遇（基本給、賞与、手当、福利厚生、教育訓練等）のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇が
ない場合には、その旨を含む。）

④ 比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び当該待遇を行う目的
⑤ 比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項

提供する「待遇に関する情報」とは

派遣労働者の同一労働同一賃金の概要②

賃金の決定方式（派遣先均等・均衡方式）

派遣先が比較対象労働者の待遇に関する情報を派遣元に提供し、派遣元は当該情報に基づき、派遣先の通常の
労働者との均等・均衡待遇を確保する。

※ 情報提供をせず、派遣元との間で労働者派遣契約を締結することはできません。

①待遇情報の提供

②派遣契約の締結

① 「職務の内容」と「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者
② 「職務の内容」が同じ通常の労働者
③ 「業務の内容」又は「責任の程度」が同じ通常の労働者
④ 「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者
⑤ ①～④に相当するパート・有期雇用労働者（派遣先の通常の労働者との間で均衡待遇が確保されていることが必要）
⑥ 派遣労働者と同一の職務の内容で業務に従事させるために新たに通常の労働者を雇い入れたと仮定した場合における当該
通常の労働者

比較対象労働者とは（①～⑥の優先順位で選定）

派遣先 派遣元
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派遣労働者の同一労働同一賃金の概要③

賃金の決定方式（労使協定方式）

労使協定方式には、「一般労働者の賃金（一般賃金）額と同等以上」の要件があり、この額を局長通達で
示しています。
※ 局長通達は、毎年、通達適用年度の前年度の８～９月頃に発出される（厚労省ホームページにも掲載）。

基本給・賞与等
（一般基本給・賞与等）

選択肢１

実費支給

選択肢２

定額支給

選択肢１

退職手当制度の方法

選択肢２

退職金前払いの方法

選択肢３
中小企業退職金共済制
度等への加入の方法

A
通勤手当

（一般通勤手当）
退職金

（一般退職金）

B C

＜一般賃金（イメージ）＞

局長通達 別添１～３

職種別基準値
×

能力・経験調整指数
×

地域指数

72円

別添４

Aの5%

Aの5%

≦ 協定対象労働者の賃金
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派遣労働者の同一労働同一賃金④

厚生労働省編職業分類の改定について

●大分類項目の見直し（11項目→15項目）

・「専門的・技術的職業」、「サービスの職業」について整理

・項目名を分かりやすいものとなるよう見直し

●中分類項目の見直し

・マッチングの観点から項目名・分け方を見直し

●小分類項目の見直し

●細分類項目の廃止

・「細分類」の廃止に伴い、マッチングの観点で必要なものについて、小分類項目に位置付ける等見直し

主な改定内容（R4 .4～）

●労使協定方式による一般賃金水準（一般基本給・賞与等）の算出に当たっては「職業安定業務統計」を活
用しているが、「職業安定業務統計」は厚生労働省編職業分類をもとに分類分けがなされているため、今般
の改定により、一般賃金水準の職業分類も同様に変更が生じるところ。
●改定後の職業分類による数値は令和５年度分から集計可能となる見込みであり、早ければ令和６年度に公
表する通達（適用は令和７年度）から変更が生じる可能性がある。

一般賃金水準への影響
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「厚生労働省編職業分類」は、職業安定法第15条に基づき、作成されているものであるが、前回改定（H23)
より10年以上経過し、求人・求職者の職業認識との乖離が生じている分野もみられたため、令和４年４月に改
訂がなされた。



派遣料金の配慮義務

派遣料金の配慮義務（第26条）

派遣先には、派遣元事業主が【派遣先均等・均衡方式】または【労使協定方式】により派遣労働者の公正
な待遇を確保できるよう、派遣料金について配慮することが義務付けられています。

【労働者派遣法】
第26条第11項
労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につい

て、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあつては第三十条
の三の規定、同項の協定に係る労働者派遣にあつては同項第二号から第五号までに掲げる事項に関する協
定の定めを遵守することができるものとなるように配慮しなければならない。

・ 派遣元事業主から要請があるにもかかわらず、派遣先が派遣料金の交渉に一切応じなかった場合

・ 派遣元事業主が法第30条の3又は法第30条の4第1項に基づく賃金を確保するために必要な額を
派遣先に提示した上で派遣料金の交渉を行ったにもかかわらず、派遣料金が当該額を下回った場合

配慮義務を尽くしたと言えない例

➡派遣先が配慮義務を尽くしたと言えない場合には、行政指導の対象となることがあります。

※１ この派遣料金の配慮義務は、労働者派遣契約の締結又は更新の時だけではなく、当該締結又は更新がなされた後に
も求められます。（「派遣先指針」第2の9の（ニ）のイ）

※２ 派遣先は、派遣料金の決定に当たっては、派遣労働者の就業の実態、労働市場の状況、当該派遣労働者が従事する
業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度並びに当該派遣労働者に要求する技術水準の変化等を勘案するよう努めな
ければなりません。（「派遣先指針」第2の9の（ニ）のロ）
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労使協定の締結について



労使協定の締結単位

労使協定は派遣元事業主単位又は労働者派遣事業を行う事業所単位で締結することが可能ですが、待遇を引き下げ

ることを目的として恣意的に締結単位を分けることは、労使協定方式の趣旨に反するものであり適当ではありませ

ん。

派遣元 派遣元事業主

労使協定（書面による）

労使協定の締結単位

派遣元事業主（法人）単位または労働者派遣を行う事業所単位。

労使協定をする者を選出することを明らかにして実施される投票・挙手等の、労働者の
過半数が当該者の選任を支持していることが明確となる民主的な方法による手続により
選出された者であること。

過半数労働組合
過半数代表者

過半数労働組合・過半数代表者

派遣労働者の過半数ではなく、雇用する全ての労働者の過半数であること。

過半数代表者の選出について

過半数労働者が適切に選出されない場合、労使協定は無効となり、派遣先均等均衡方式が適用とな
る。 10



過半数代表者の選出について

労使協定をする者を選出することを明らかにして実施される投票・挙手等の、労働者の
過半数が当該者の選任を支持していることが明確となる民主的な方法による手続により
選出された者であること。

過半数代表者
過半数代表者の選出について

労使協定方式に関するQ＆A【第３集】
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労使協定の作成について



法第３０条の４第１項

労使協定に定める必要がある事項

労使協定を適用する労働者の範囲一号

公正な評価制度

賃金以外の待遇の決定の方法

段階的かつ体系的な教育訓練を実施すること

その他（有効期間等）

三号

四号

五号

六号

法第３０条の４第１項

賃金の決定の方法二号

イ 一般の労働者の平均的な賃金の額以上であること

ロ 賃金が改善されるものであること
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【第１号】労使協定を適用する労働者の範囲について

労使協定方式で待遇を決定する労働者の範囲を定める

客観的な基準であること。
また客観的な基準であったとしても不適切な基準であってはならない。

※協定の対象ではない派遣労働者の待遇は、派遣先均等・均衡方式によることとなる。

特定の職種に従事する者を協定の対象とする。

無期雇用派遣労働者を協定の対象とする。〇

×
特定の地域に派遣される者を協定の対象とする（滋賀県内の派遣先に限る等）。

特定の派遣先企業に派遣される者を協定の対象とする。

男性のみ、女性のみを協定の対象とする。

労使協定を適用する労働者の範囲一号

労使協定方式の主旨は、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができるよ
うにすることを目的としたものであることに注意。
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【第一号】労使協定の記載例

（対象となる派遣労働者の範囲）

第１条

１【例】

本協定は、派遣先でソフトウェア開発業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という。）に適用する。

【例】
本協定は、無期雇用で派遣業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という。）に適用する。

２（略）

３（略）
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【第２号】賃金の決定の方法について ①

第一号で定めた対象労働者の、賃金の決定の方法を定める。
ただし【イ】【ロ】を満たすものに限る

賃金の決定の方法二号

派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額

として厚生労働省令で定めるものと同等以上の賃金の額となるものであること。イ

ロ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関

する事項の向上があった場合に賃金が改善されるものであること。

イ 一般の労働者の平均的な賃金の額以上であること

ロ 賃金が改善されるものであること
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【第２号】賃金の決定の方法について ②

派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額

として厚生労働省令で定めるものと同等以上の賃金の額となるものであること。イ

同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額（以下「一般賃金」という。）とは、

①派遣先事業所等の派遣就業場所の所在地域において

②派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者（無期雇用かつフルタイムの労

働者）であって

③派遣労働者と同程度の能力及び経験を有する者

の平均的な賃金額をいう。

一般賃金と、対応する派遣労働者（以下「協定対象派遣労働者」という。）の賃金についてそれぞれ算
定し、協定対象派遣労働者の賃金が一般賃金以上であることを、毎年度確認する必要がある。

イ 一般の労働者の平均的な賃金の額以上であること

賃金の決定の方法二号
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【第二号イ】一般賃金について

協定対象派遣労働者の賃金

基本給・賞与・手当等

通勤手当

退職金（退職手当）

一般賃金

一般基本給・賞与等

一般通勤手当

一般退職金

≧

≧

≧

≧

※協定対象派遣労働者の賃金は一般賃金の額以上でなければならな
い。

イ 一般の労働者の平均的な賃金の額以上であること
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基本給・賞与・手当等の比較について

①使用する統計調査

を決定
②職種を決定

③能力・経験調整

指数を決定
④地域指数を決定

職種別の基準値 能力・経験調整指数 地域指数

一般基本給・賞与とは同種の業務、同程度の能力及び経験、同一の派遣就業場所における無期雇用フル
タイムの労働者の賃金をいう。これは下記のように表される。

×× 能力・経験調整指数職種別の基準値 地域指数

一般基本給・賞与等

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金
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一般基本給・賞与等の算定について①

職種別の基準値

職種については、派遣先で行う業務について、局長通達「別添1」の賃金構造基本統計調
査または「別添２」の職業安定業務統計から、派遣で行う業務に最も近い職種から選択
する

賃金構造基本統計調査

〇過去の実績をもとに算出しており、信ぴょう性が高い。
×すべての職種を網羅していない

職業安定業務統計

〇すべての職種をカバーしている。
×あくまで求人賃金（予定の賃金）からの算出であるため、実際の賃金と乖離がある
場合もある

職種によって統計を使い分ける場合は、その理由を労使協定に記載する必要がある。

①使用する統計調査を決定

（参照）賃金構造基本統計調査の役職及び職種解説

（参照）第４回改訂 厚生労働省編職業分類 職業分類表 改定の経緯とその内容

一般基本給・賞与等
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一般基本給・賞与等の算定について②

〇職種の選択に当たっては、従事する業務と最も近いと考えられるものを選択すること。

〇職業安定業務統計は職種ごとに「大分類」「中分類」「小分類」に分かれているが、複数の職
種で職業分類を使い分ける場合は、その理由を労使協定に記載する必要がある。

②職種を決定
①職業安定業務統計

一般基本給・賞与等

基準値
（０年）

基準値に能力・経験指数を乗じた値（時間額）

１年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

B専門的・技術的職業 1,329 1,530 1,677 1,702 1,793 1,954 2,433

101 システムコンサルタント 1,431 1,647 1,806 1,833 1,930 2,104 2,620

102システム設計技術者 1,404 1,616 1,772 1,799 1,894 2,064 2,571

10 情報処理・通信技術者 1,389 1,599 1,753 1,779 1,874 2,042 2,543

103 プロジェクトマネージャー 1,729 1,990 2,182 2,215 2,332 2,542 3,166

104 ソフトウェア開発技術者 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

大分類

中分類

小分類
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一般基本給・賞与等の算定について③

能力・経験調整指数とは、派遣先で行う業務の種類ごとに、その内容や難易度につい
て、一般の労働者がその業務を遂行するために必要とされる経験年数（何年目に相当す
るか）をいう。年数については労使で協議の上、判断するものとなる。

基準値
(０年)

基準値に能力・経験調整指数を乗じた値
参考値
(０年)

ソフトウェア開発技術者 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

A 上級ソフトウェア開発 〇

B 中級ソフトウェア開発 〇

C 初級ソフトウェア開発 〇

③能力・経験調整指数を決定
①職業安定業務統計 ②小分類104ソフトウェア開発技術者

一般基本給・賞与等

基準値
（０年）

基準値に能力・経験指数を乗じた値（時間額）

１年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

B専門的・技術的職業 1,329 1,530 1,677 1,702 1,793 1,954 2,433104 ソフトウェア開発技術者 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556
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一般基本給・賞与等の算定について④

ハローワーク管轄別

①職業安定業務統計

③能力・経験調整指数（１０年・３年・１年）

都道府県別

〇局長通達「別添３」の地域指数は派遣先の事業所等の地域の物価等を反映するために乗じる
指数のこと。
〇都道府県別地域指数とハローワーク別地域指数を使い分ける場合は、その理由を労使協定に
記載する必要がある（恣意的な使い分けは不可）。

④地域指数を決定

一般基本給・賞与等
②小分類104ソフトウェア開発技術者
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一般基本給・賞与等の算定について⑤

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県） 99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

②①

×

＝

基準値 基準値に能力・経験指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

×× 能力・経験調整指数職種別の基準値 地域指数

①職業安定業務統計

③能力・経験調整指数（１０年・３年・１年） ④地域指数 滋賀県

①職業安定業務統計 ③能力・経験調整指数
（１０年・３年・１年） ④地域指数 滋賀県

一般基本給・賞与等
②小分類104ソフトウェア開発技術者

②小分類104ソフトウェア開発技術者
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【第二号】労使協定の記載例（対象労働者の賃金の構成）

（賃金の構成）

第２条

対象従業員の賃金は、基本給、賞与、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、通勤手当、退職手当及び○○
手当とする。

第２条の内容は、必ずしも協定に記載しなければならない項目ではないが、対象となる賃金につ
いて労使で共有するために明記することが望ましい。

協定対象派遣労働者に実際に支払われる賃金について記載
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（賃金の決定の方法①） ※比較対象となる一般の労働者の基本給・賞与等の額を定める

第３条

対象従業員の基本給、賞与及び○○手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な
賃金の額（※一般基本給・賞与等）」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。

（一）比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働者の職種は、令和５年８月29日付職発0829第１号
「令和６年度の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第30条の４第１項
第２号イに定める「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」」等について」（以下「通達」
という。）別添２に定める「職業安定業務統計」の「ソフトウェア開発技術者」（小分類104）とする。

（二）地域調整については、派遣先の事業所所在地が滋賀県内に限られることから、通達別添３に定める「地
域指数」の「滋賀県」を用いるものとする。

② 地域調整（滋賀県） 99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

※労使協定の別表１として作成する

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

別表１ 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
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協定対象労働者の基本給・賞与・手当等①

基本給

賞与・手当等

賞与

基本給は、個々の協定対象派遣労働者に実際に支給される額となる。

賞与は支払額が不確定であることが考えられるため、実際に支給される
額のほか、直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額
の平均額や標準的な協定対象派遣労働者に支給される額などを選択する
ことも可能。

手当等

役職手当や家族手当といった、職務に密接に関連しない手当については
賞与と同様に、直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給され
た額の平均額や標準的な協定対象派遣労働者に支給される額などを選択
することも可能。

一般基本給・賞与等≧

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

基本給・賞与・手当等
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協定対象労働者の基本給・賞与・各種手当の合算額を時給換算した額が、一般基本給・賞与等と同額
以上であることを、労使協定に定める必要がある。

協定対象労働者の基本給・賞与・手当等②

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50

基本給 賞与 手当等 合計額

≧

2,390~

2,090~

1,940~

一般基本給
・賞与等

10年

３年

１年

能力・経験

2,032

1,771

1,591

（備考例）賞与は、直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額による算出。

手当等には家族手当、食事手当が含まれ、直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額により算出。

一般基本給・賞与等≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

基本給・賞与・手当等
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【第ニ号】労使協定の記載例（対象労働者の基本給・賞与・手当等）

（賃金の決定の方法②） ※対象派遣労働者の基本給・賞与・手当について定める

第４条

対象従業員の基本給、賞与及び手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表２のとおりとする。

（一）別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上であること。

（二）別表２の各等級の職務と別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額との対応関係

は次のとおりとすること。

Ａランク：10年 Ｂランク：３年 Ｃランク：１年

別表２ 対象従業員の基本給、賞与及び手当等の額

対応する一般
の労働者の平
均的な賃金額

対応する一般
の労働者の
能力・経験

2,032 10年

1,771 ３年

1,591 １年

等
級

職務の内容 基本給 賞与 手当等 合計額

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50 2,390~

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50 2,090~

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50 1,940~

≧

（備考例）賞与は、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額による算出。

手当等には家族手当、食事手当が含まれ、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額による算出。
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【第ニ号】賃金の決定の方法について （通勤手当）

通勤手当

退職金（退職手当）

一般通勤手当

一般退職金

≧

≧

※協定対象派遣労働者の賃金は一般賃金の額以上でなければならない。

イ 一般の労働者の平均的な額以上であること

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等≧

協定対象派遣労働者の「通勤手当」が、「一般通勤手当」以上でなけ

ればならない。
②
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通勤手当の比較について（一般通勤手当）

派遣就業の場所と居住地の通勤距離や通勤方法に応じた実費が支給される場合には、協定対象派遣労働
者の通勤手当の額は、一般通勤手当と同等以上であるものとする（条件を満たしていることとなる）。

①協定対象派遣労働者の通勤手当が実費支給の場合

②協定対象派遣労働者の通勤手当が実費支給ではない場合

一般通勤手当（７２円）通勤手当（時給換算） ≧

ただし、基本給に含めて支払うことで足りる（後述の合算による比較を参照のこと）。

通勤手当が実費によらない定額支給である場合や、実費支給であるが、通勤手当の支給額に上限を設け
ている結果、通勤手当の額が実費に満たない協定対象派遣労働者がいる場合で、上限の額を時給換算し
た額が７２円未満の場合。

通勤手当 一般通勤手当≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金
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【第二号】労使協定の記載例（一般通勤手当）

（賃金の決定の方法①） ※対象派遣労働者の通勤手当（一般通勤手当）について定める

第３条

対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金
の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。

（一）～（三） （略）

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

【例①】（実費支給の場合）

（四）通勤手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、対象従業員の通勤手当の比較対象となる「同

種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、通勤に要する実費に相当する額とする。

【例②】（一般の労働者の通勤手当に相当する額と「同等以上」を確保する場合）

（四）通勤手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、「一般の労働者の通勤手当に相当する額」と

「同等以上」を確保するものとして、当該額を７２円（時給換算額）とする。
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【第二号】労使協定の記載例（対象労働者の通勤手当）

（賃金の決定の方法②） ※対象派遣労働者の通勤手当について定める

第４条

対象従業員の基本給、賞与及び手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表２のとおりとする。

（一）（二） （略）

【例①】（実費支給の場合）

（三）対象従業員の通勤手当は、別途定める株式会社○○賃金規程第○条に従って、通勤に要する実費に相当
する額を支給する。

【例②】（一般の労働者の通勤手当に相当する額と「同等以上」を確保する場合）

（三）対象従業員の通勤手当は、別途定める株式会社○○賃金規程第○条に従って、１時間あたり７２円を通
勤に要する実費に相当する額を支給する。
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【第二号】賃金の決定の方法について （退職金）

通勤手当

退職金（退職手当）

一般通勤手当

一般退職金

≧

≧

※協定対象派遣労働者の賃金は一般賃金の額以上でなければならない。

イ 一般の労働者の平均的な額以上であること

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等≧

協定対象派遣労働者の「退職金（退職手当）」が、「一般退職金」以

上でなければならない。
③
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退職金（退職手当）の比較について（一般退職金）

①退職手当制度で比較する場合

②一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場合

③中小企業退職金共済制度等に加入する場合

局長通達【別添４】に示されている退職手当制度にかかる統計について、退職手当制度がある企業の
割合、退職手当の受給に必要な所要年数、退職手当の支給月数又は退職手当の支給金額により、一般
の労働者の退職手当制度として設定したものとする。

一般基本給・賞与等に「５％」を乗じた額を一般退職金とする。

中小企業退職金共済制度等に加入し、掛金を一般基本給・賞与等に５％を乗じた額以上とする。

退職金（退職手当） 一般退職金≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金
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一般退職金の算定について（退職金制度）①

①退職手当制度で比較する場合

局長通達【別添４】においては４種類の統計が示されており、どの統計を使用するかは労使の協
議で決定することとなる。以下は【令和４年 中小企業の賃金・退職金事情（東京都）】【退職
手当の支給月数】を選択した場合での例示となる。

㋐まずは退職金を受給するために必要な最低勤続年数を決める

同統計においては、勤続年数３年から支給する企業の割合が最も多く、勤続年数３年から支給開
始とすることが一般的と判断される。

一般退職金
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一般退職金の算定について（退職金制度）②

㋑次に退職手当の支給月数を決める。

一般退職金
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一般退職金の算定について（退職金制度）③

×

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３３年

支給率
（月数）

自己都合退職 ０.７ １.４ ２.９ ４.９ ７.０ ９.２ １１. ３ １２. ９

会社都合退職 １.１ １.８ ３.９ ６.１ ８.４ １０. ８ １３. １ １４. ５

※小数点２位以下は四捨五入とする

退職手当制度で比較する場合の一般退職金

前述のモデル退職金は退職手当のある企業の平均であり、この
まま使用してもよいが、退職手当制度がある企業の割合を勘案
することも不合理ではない。

一般退職金

㋑次に退職手当の支給月数を決める（続き）。

７１．５％

令和４年中小企業の賃金・退職金事情（東京都）
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（賃金の決定の方法③） ※比較対象となる一般の労働者の平均的な退職金の額を定める

【例：退職手当制度で比較する場合】

第３条（一）～（四） （略）
（五）退職手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、対象従業員の退職手当の比較対象となる「同
種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次に掲げる条件を満たした別表３のとおりとする。

①退職手当の受給に必要な最低勤続年数：
通達別添４に定める「令和４年中小企業の賃金・退職金事情」（東京都）の「退職一時金受給のための最

低勤続年数」において、最も回答割合の高かったもの（自己都合退職及び会社都合退職のいずれも３年）

②退職時の勤続年数ごと（３年、５年、10年、15年、20年、25年、30年、33年）の支給月数：
「令和４年中小企業の賃金・退職金事情」の大学卒の場合の支給率（月数）に、同調査において退職手当

制度があると回答した企業の割合をかけた数値として通達に定めるもの
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３３年

支給率
（月数）

自己都合退職 ０.７ １.４ ２.９ ４.９ ７.０ ９.２ １１. ３ １２. ９

会社都合退職 １.１ １.８ ３.９ ６.１ ８.４ １０. ８ １３. １ １４. ５

別表３

別表３ 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額（退職手当の関係）
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協定対象労働者の退職金について（退職金制度）

協定対象派遣労働者を対象とする退職手当制度をいい、一般の労働者の退職手当制度と「同等以
上の水準」となるものでなければならない。「同等以上の水準」とは、設定した一般退職金の勤
続年数別の支給月数又は支給金額と同水準以上であることをいう。

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３３年

支給率
（月数）

自己都合退職 ０.７ １.４ ２.９ ４.９ ７.０ ９.２ １１. ３ １２. ９

会社都合退職 １.１ １.８ ３.９ ６.１ ８.４ １０. ８ １３. １ １４. ５

勤続年数
３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
25年未満

25年以上
35年未満

支給率
（月数）

自己都合退職 １.０ ３.０ ７.０ １０. ０ １６. ０

会社都合退職 ２.０ ５.０ ９.０ １２. ０ １８. ０

協定対象派遣労働者の退職手当（例）

≧

一般退職金

退職金（退職手当） 一般退職金≧
協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

退職金（退職手当）
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（賃金の決定の方法④） ※対象派遣労働者の退職手当について定める

【例：退職手当制度で比較する場合】

第４条 （一）～（三） （略）

（四）退職手当については、次に掲げる条件を満たした別表４のとおりとする。ただし、退職手当制度を開始
した令和〇〇年以前の勤続年数の取扱いについては、労使で協議して別途定める。

①別表３に示したものと比べて、退職手当の受給に必要な最低勤続年数が同年数以下であること

②別表３に示したものと比べて、退職時の勤続年数ごとの退職手当の支給月数が同月数以上であること

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３３年

支給率
（月数）

自己都合退職 ０.７ １.４ ２.９ ４.９ ７.０ ９.２ １１. ３ １２. ９

会社都合退職 １.１ １.８ ３.９ ６.１ ８.４ １０. ８ １３. １ １４. ５

勤続年数
３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
25年未満

25年以上
35年未満

支給率
（月数）

自己都合退職 １.０ ３.０ ７.０ １０. ０ １６. ０

会社都合退職 ２.０ ５.０ ９.０ １２. ０ １８. ０

協定対象派遣労働者の退職手当

一般退職金（再掲）

≧

※別表４
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一般退職金の算定について（前払い退職金）

一般基本給・賞与等に乗じた額を一般退職金とし、当該割合を「５％」とする（１円未満切り上げ）。

③ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127

× ５％

一般基本給・賞与等の５％以上の額を前払い退職金として支払う。

②一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場合（前払い退職金）

一般退職金

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県） ①×99.0 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

※１円未満は切り上げ
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（賃金の決定の方法④）※比較対象となる一般の労働者の平均的な退職金の額を定める
※対象労働者の退職手当の額を定める

【例：退職金前払いの方法をとる場合】

第３条（一）～（四） （略）
（五）①退職手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、前払い退職金とする。

②対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」
は、別表１の２に定める額に５％を乗じた額（１円未満の端数切り上げ）とする。

第４条（一）～（三） （略）
（四）退職手当については、別表１の２に定める額の５％の額とし、その支給方法については別途定める株式
会社○○賃金規程第○条に従って支給する。
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

※別表１ 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県）99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531
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一般退職金の算定について（前払い退職金）

一般基本給・賞与等に乗じた額を一般退職金とし、当該割合を「５％」とする（１円未満切り上げ）。

③ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127

× ５％

一般退職金

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県） ①×99.0 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

③中小企業等退職金共済制度等に加入する場合

掛金（を時給換算した）額が、一般退職金以上であること。

※１円未満は切り上げ
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（賃金の決定の方法④）※比較対象となる一般の労働者の平均的な退職金の額を定める
※対象労働者の退職手当の額を定める

【例：中小企業退職金共済制度等への加入の方法をとる場合】

第３条（一）～（四） （略）
（五）①退職手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小

企業退職金共済事業本部との間に退職金共済契約を締結するものとする。
②対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」
は、別表１の２に定める額に５％を乗じた額（１円未満の端数切り上げ）とする。

第４条（一）～（三） （略）
（四）退職手当については、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金共済事業本部との間に退職
金共済契約を締結するものとする。なお、掛金月額は別表１の２に定める額の５％と同等以上の額の掛金拠出
とし、支給方法については別途定める株式会社○○賃金規程第○条に従って支給する。
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

※別表１ 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県）99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531
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一般基本給・賞与等、一般通勤手当、一般退職金の個別での比較

協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金≧

退職金（退職手当） 一般退職金≧

通勤手当 一般通勤手当≧

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等≧

協定対象派遣労働者の基本給・賞与・手当の合計額が、一般基本給・賞与等以上となる。

個別で比較

①通勤にかかる費用の実費を支給する。

②「７２円」（時給）以上の額を、通勤にかかる費用として支給する。

①局長通達別添４により示された統計をもとに設定した、一般の労働者の退職手当制度
を上回る退職金制度がある。

②一般基本給・賞与等の５％以上の額を、前払い退職金として支給する。

③一般基本給・賞与等の５％以上の額の掛金で、中退共等に加入する。
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一般基本給・賞与等、一般通勤手当、一般退職金の合算について①

協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金≧

退職金（退職手当） 一般退職金

通勤手当 一般通勤手当

基本給・賞与・手当等 一般基本給・賞与等

≧

協定対象派遣労働者の基本給・賞与・手当の合計額が一般基本給・賞与等以上となる。

合算で比較

「７２円」（時給）以上の額を、通勤にかかる費用として支給する。

一般基本給・賞与等の５％以上の額を、前払い退職金として支給する。

基本給（・賞与・手当等） ≧
一般退職金

一般通勤手当

一般基本給・賞与等
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一般基本給・賞与等と一般通勤手当との合算

＋
④ 一般通勤手当 ７２円 ７２円を加算する＝

⑤
一般賃金
一般基本給・賞与等＋
一般通勤手当

1,455 1,663 1,817 1,843 1,937 2,104 2,603

一般通勤手当一般基本給・賞与等

①退職金は個別に比較、基本給・賞与等と通勤手当は合算で比較する場合

※通勤手当が実費支給の場合は合算できない

一般退職金

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県）99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531
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協定対象労働者の基本給・賞与・各種手当の合算額を時給換算
した額が、一般基本給賞与等＋一般通勤手当と同額以上となる
必要がある。

協定対象労働者の賃金（基本給・賞与・手当等）

基本給・賞与・手当等

協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

一般基本給・賞与等

基本給 賞与 手当等 合計額

≧

一般基本給
・賞与等

１０年

３年

１年

能力・経験

2,104

1,843

1,663

≧

【例】賞与は、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額により算出。

【例】手当等には家族手当、食事手当が含まれ、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額により算出。

一般
通勤手当

一般通勤手当

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50

2,390~

2,090~

1,940~
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【第二号】労使協定の記載例（一般通勤手当を合算）

（賃金の決定の方法①） ※対象派遣労働者の通勤手当（一般通勤手当）を合算比較することを定める

【例】（通勤手当を合算して比較する場合の記載例）

第３条

対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金
の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。

（一）～（三） （略）

（四）通勤手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」については、

通達の第３の４に定める合算により比較する方法とし、その額を７２円（時給換算額）とする。

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

※別表１

ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計）

基準値に能力・経験指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

１ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

２ 一般通勤手当 ７２円 72 72 72 72 72 72 72

３ 通勤手当上乗せ後の一般賃金 1,455 1,663 1,817 1,843 1,937 2,104 2,603
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一般基本給・賞与等と一般退職金との合算

⑤
一般賃金
一般基本給・賞与等＋
一般退職金

1,453 1,671 1,833 1,860 1,959 2,134 2,658

②基本給・賞与等と退職手当を合算で比較する（通勤手当は実費支給）

＋
＝

一般通勤手当一般基本給・賞与等

※退職金制度の場合は合算できない

一般退職金

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県）99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

④ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127
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協定対象労働者の基本給・賞与・各種手当の合算額を時給換算
した額が、一般基本給賞与等＋一般退職金と同額以上となる必
要がある。

協定対象労働者の賃金（基本給・賞与・手当等）

基本給・賞与・手当等

協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

一般基本給・賞与等

基本給 賞与 手当等 合計額

≧

一般基本給
・賞与等

１０年

３年

１年

能力・経験

2,134

1,860

1,671

≧

【例】賞与は、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額により算出。

【例】手当等には家族手当、食事手当が含まれ、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額により算出。

一般
退職金

一般退職金

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50

2,390~

2,090~

1,940~
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【第二号】労使協定の記載例（一般退職金を合算）

（賃金の決定の方法） ※対象派遣労働者の退職手当（一般退職手当）を合算比較することについて定める
【例】（退職手当を合算して比較する場合の記載例）

第３条
対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金

の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。
（一）～（四） （略）

（五）退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」については、

通達の第３の４に定める合算により比較する方法とし、その額を別表１（※）の１に定める額に５％を乗
じた額（１円未満の端数切り上げ）とする。

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

※別表１

ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計）

基準値に能力・経験指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

１ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

２ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127

３ 退職金上乗せ後の一般賃金 1,453 1,671 1,833 1,860 1,959 2,134 2,658

53



一般基本給・賞与等、一般通勤手当、一般退職金をすべて合算

⑤ 一般通勤手当 ７２円 72 72 72 72 72 72 72

⑥ 一般賃金
一般基本給・賞与等＋
一般通勤手当＋
一般退職金

1,525 1,743 1,905 1,932 2,031 2,206 2,730

②基本給・賞与等、通勤手当、退職金すべてを合算で比較する

④ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127

＋

＝

一般基本給・賞与等

※退職金制度の場合は合算できない

一般退職金一般通勤手当

※通勤手当が実費支給の場合は合算できない

基準値 基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

①
ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計） 1,396 1,607 1,762 1,788 1,883 2,052 2,556

② 地域調整（滋賀県）99.0 99.0％を乗じる（１円未満は切り上げ）

③ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531
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協定対象労働者の基本給・賞与・各種手当の合算額を時給換算
した額が、一般基本給・賞与等＋一般通勤手当＋一般退職金の
合計額と同額以上となる必要がある。

協定対象労働者の賃金（基本給・賞与・手当等）

基本給・賞与・手当等

協定対象派遣労働者の賃金 一般賃金

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50

基本給 賞与 手当等 合計額

≧

2,390~

2,090~

1,940~

一般
退職金

１０年

３年

１年

能力・経験

2,206

1,932

1,743

≧

一般
通勤手当

一般基本給・賞与等

一般通勤手当

一般退職金

一般基本給
・賞与等
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【第二号】労使協定の記載例（一般通勤手当・一般退職金を合算）

（賃金の決定の方法①）
第３条
対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金

の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。

（一）～（三）（略）

（四）通勤手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」については、

通達の第３の４に定める合算により比較する方法とし、その額を７２円（時給換算額）とする。

（五）退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」については、

通達の第３の４に定める合算により比較する方法とし、その額を別表１（※）の１に定める額に５％を乗
じた額（１円未満の端数切り上げ）とする。

※別表１

ソフトウェア開発技術者
（職業安定業務統計）

基準値に能力・経験指数を乗じた値

０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年

１ 一般基本給・賞与等 1,383 1,591 1,745 1,771 1,865 2,032 2,531

３ 一般通勤手当 ７２円 72 72 72 72 72 72 72

４
通勤手当および退職金
上乗せ後の一般賃金 1,525 1,743 1,905 1,932 2,031 2,206 2,730

２ 一般退職金 ５％ 70 80 88 89 94 102 127
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【第二号】労使協定の記載例（対象労働者の基本給・賞与・手当等）

（賃金の決定の方法②） ※対象派遣労働者の基本給・賞与・手当について定める

第４条

対象従業員の基本給、賞与及び手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表２のとおりとする。

（一）別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上であること。

（二）別表２の各等級の職務と別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額との対応関係

は次のとおりとすること。

Ａランク：10年 Ｂランク：３年 Ｃランク：１年

別表２ 対象従業員の基本給、賞与及び手当等の額

等
級

職務の内容 基本給 賞与 手当等 合計額

A 上級ソフトウェア開発 2,100~ 240 50 2,390~

B 中級ソフトウェア開発 1,800~ 240 50 2,090~

C 初級ソフトウェア開発 1,650~ 240 50 1,940~

対応する一般
の労働者の平
均的な賃金額

対応する一般
の労働者の
能力・経験

2,032 10年

1,771 ３年

1,591 １年

（備考例）賞与は、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額による算出。

手当等には家族手当、食事手当が含まれ、直近の事業年度において、協定対象派遣労働者に支給された額の平均額による算出。

≧
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【第二号ロ】賃金の決定の方法について（昇給規定）①

派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関す
る事項の向上があつた場合に賃金が改善されるものであること。

※通勤手当、家族手当、住宅手当など職務の内容に密接に関係しない手当は賃金改善の対象外となる。

職務の内容

職務の成果

意欲

能力又は経験

その他
（就業に関する
ことに限る）

に向上があった場合、賃金が改善される

どの事項をどのように勘案するかは労使にゆだねられる

基本給を上げる

手当を追加支給する

能力に応じた新たな就業機会を提供する

例１

例２

例３

ロ 賃金が改善されるものであること

賃金の決定の方法二号
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【第二号ロ】賃金の決定の方法について（昇給規定）②

派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関す
る事項の向上があつた場合に賃金が改善されるものであること。

A 上級ソフトウェア開発 2,000

B 中級ソフトウェア開発 1,750

C 初級ソフトウェア開発 1,500

基本給

１号俸 ２号俸

2,050

1,800

1,550

2,100

1,850

1,600

昇給 昇給

3号俸

基本給を上げる例１
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【第二号ロ】賃金の決定の方法について（昇給規定）③

派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関す
る事項の向上があつた場合に賃金が改善されるものであること。

手当を追加支給する例２

A 上級ソフトウェア開発 2,000

B 中級ソフトウェア開発 1,750

C 初級ソフトウェア開発 1,500

基本給

＋
追加で手当を支給

※基本給の〇～〇％の能力
手当を別途支給する等
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【第ニ号ロ】賃金の決定の方法について（昇給規定）④

派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関す
る事項の向上があつた場合に賃金が改善されるものであること。

能力に応じた新たな就業機会を提供する例３

基本給

能力の向上を評価し、能力
に応じたより高度な就業の
機会を提供することにより、
賃金が改善

A 上級ソフトウェア開発 2,000

B 中級ソフトウェア開発 1,750

C 初級ソフトウェア開発 1,500
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【第二号ロ】労使協定の記載例（昇給規定）

（賃金の決定の方法②） ※対象派遣労働者の基本給・賞与・手当について定める

第４条

１ 対象従業員の基本給、賞与及び手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表２のとおりとする。
（一）（略）
（二）（略）
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
【例１】（基本給を上げる）

２ 甲は、第５条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、同じ職務の内容であったとしても、その経験の
蓄積及び能力の向上があると認められた場合には、昇給は勤務成績等に応じて1号俸から3号俸までの範囲内
で決定するものとする。
また、より高い等級の職務を遂行する能力があると認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会

を提示するものとする。

【例２】（手当を追加支給する）

２ 甲は、第５条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、同じ職務の内容であったとしても、その経験の
蓄積及び能力の向上があると認められた場合には基本給額の１～３％の範囲で能力手当を支払うこととする。
また、より高い等級の職務を遂行する能力があると認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会
を提示するものとする。

【例３】（能力に応じた新たな就業機会を提供する）

２ 甲は、第５条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、より高い等級の職務を遂行する能力があると認
められた場合には、その能力に応じた派遣就業機会を提示するものとする。ただし、これに相当する機会を
提供できないときは、同勤務評価の結果に応じて基本給額の１～３％の範囲で能力手当を支払うこととする。
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労使協定の記載例（協定の対象とならない賃金について）

（賃金の決定の方法）

第３条
対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金

の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表１に示すとおりとする。

（一）～（二）（略）

（三）時間外労働手当、深夜・休日労働手当については、基本給、賞与及び手当とは分離し、社員就業規則第
○条に準じて、法律の定めに従って支給する。

時間外労働手当や深夜・休日労働手当といった手当は一般賃金には含まれないため、必ずしも協
定に記載しなければならない項目ではないが、法律の定めに従って支給されることを労使で共有
するために、明記することが望ましい。
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【第三号】賃金の決定に当たっての評価（評価規定）

派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関す
る事項を公正に評価し、その賃金を決定すること。

職務の内容

職務の成果

意欲

能力又は経験

その他
（就業に関する
ことに限る）

どの事項をどのように勘案するかは労使にゆだねられる

賃金の改善（昇給）にかかる評価について公正さを担保
する工夫がなされていることが必要。

恣意的・感情的な評価ではないこと。

評価時期や方法について客観的な基準があること。

就業規則に正社員の評価規定が定められており、それらを準用する場合、その旨を労使協定に引用す
ることも可。

公正な評価制度三号
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【第三号】労使協定の記載例（評価制度）

（賃金の決定にあたっての評価）

第５条

【例】

基本給の決定は、毎年〇月に行う勤務評価によるものとする。勤務評価の方法は、株式会社○○就業規則
則第〇条に定める方法を準用し、その評価結果に基づき、第４条第２項の昇給の範囲を決定する。
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【第四号】賃金以外の待遇の決定の方法

賃金以外の待遇については、賃金とは異なり一般の労働者ではなく、派遣元の通常の労
働者（正社員および無期雇用フルタイム労働者）との均等均衡待遇が求められる。

転勤者用社宅

慶弔休暇

病気休職

法定外有給休暇

健康診断に伴う
勤務免除・有給保障

派遣元の通常の労働者（正社員等）との均等均衡待遇が
求められる

労使協定に記載する必要がある。

正社員の就業規則を準用する

派遣労働者の就業規則が適用される場合、それらが正
社員と比較して不合理な待遇差でないこと

※給食施設（食堂）、休憩室、更衣室の利用については、派遣先が利用の機会を与えなければならな
いものであって、派遣先の通常の労働者との均等均衡待遇が求められる。

教育訓練

賃金以外の待遇の決定の方法四号
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【第四号】労使協定の記載例（賃金以外の待遇の決定）

（賃金以外の待遇）

第６条

【例】

教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については正社員と同一とし、
社員就業規則第○条から第○条までの規定を準用する。

【例】

教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については、正社員に適用され
る〇〇就業規則第〇条から〇条までの規定と不合理な待遇差が生じることとならないものとして、〇〇就業
規則第○条から第○条までの規定を適用する。
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【第五号】法第３０条の２に規定する教育訓練

派遣元事業主は派遣労働者が段階的かつ体系的に派遣就業に必要な技能及び知識を習得
することができるように教育訓練（キャリアアップに資する教育訓練）を実施しなけれ
ばならない（法第３０条の２第１項）。

労使協定に明記する必要がある。

※法第３０条の２第1項の教育訓練は、法第４０条第２項に規定する「派遣労働者が従事する業務と同種の
業務に従事するその雇用する労働者が従事する業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練」とは
異なるものであることに注意。法第４０条第２項の教育訓練は、派遣先が措置を講ずる必要がある。

派遣元事業主は、労働者派遣事業の許可又は更新申請の際に都道府県労働局に提出した
教育訓練計画に基づいた教育訓練を実施することが求められる。

段階的かつ体系的な教育訓練を実施すること五号
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【第五号】労使協定の記載例（教育訓練）

（教育訓練）

第７条

【例】

労働者派遣法第30条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき別途定める「○○社教育訓
練実施計画」に従って、着実に実施する。
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【第六号】その他（有効期間等）

厚生労働省令で定める事項とは、労働者派遣法施行規則第２５条の１０第一号から第三
号に規定するものをいう。

労使協定の有効期間

労使協定を適用する派遣労働者の範囲を派遣労働者の一部に限定する場合
には、その理由

第三号 特段の事情がない限り、一の労働契約の契約期間中に、派遣先の変更を理
由として、協定対象派遣労働者であるか否かを変更しようとしないこと。

労使協定の始期と終期を記載すること。
労働者の意思を適正に反映することを考慮し、２年以内の期間とすることが望ましい。

「派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を行い所得の不安
定化を防ぐため」と記載することが考えられる。

「特段の事情」とは、労使協定の対象となる派遣労働者の範囲が職種によって定められ
ている場合であって派遣労働者の職種の転換によって待遇決定方式が変更される場合な
どをいう。

その他（有効期間等）六号

則第25条の10

第二号

第一号
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【第六号】労使協定の記載例（有効期間等）

（その他）

第８条

【例】本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。

（有効期間）

第９条

【例】

１ 本協定の有効期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○〇日までの○年間とする。

２ 本有効期間終了後に締結する労使協定についても、労使は、労使協定に定める対象従業員の賃金の額を基
礎として、対象従業員の公正な待遇の確保について誠実に協議するものとする。

（対象となる派遣労働者の範囲等）

第１条

１ 本協定は派遣先でソフトウェア開発業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という。）に適用する。

【例】※対象を派遣労働者の一部に限定する理由

２ 対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を行い所得の
不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。

【例】※一の労働契約の期間中に、協定の対象か否かを変更しないこと

３ 甲は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に、特段の事情がない限り、本協定の適用を除外
しないものとする。
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労使協定の運用

労使協定が適切に締結されていても、協定が遵守されていない場合は労使協定が無効となる。

×実際の賃金が、一般賃金を下回っている

労使協定が遵守されていない場合、労使協定は無効となり、派遣先均等・均衡方式が適用される。

賃金の決定の方法二号

公正な評価制度三号

×賃金の決定に係る公正な評価を行っていない

段階的かつ体系的な教育訓練を実施すること五号

×賃金以外の待遇が、派遣元の通常の労働者との均等・均衡待遇ではない

賃金以外の待遇の決定の方法四号

×キャリアアップに資する教育訓練を実施していない
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労使協定方式の対象とならない待遇

派遣先が行う「業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練」（法第４０条第２項）および福利厚生施設（法

第４０条第３項）の利用については、派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇が求められます。

派遣元

派遣労働者

待遇情報（福利厚生３施設および教育訓練※のみ）を通知 派遣先

均等・均衡待遇
（福利厚生３施設及び教育訓練のみ）

※給食施設（食堂）、休憩室、更衣室および

法第４０条第２項に規定する教育訓練

派遣先で行う教育訓練や、派遣先で利用する給食施設（食堂）・休憩室・更衣室については、派遣先の通
常の労働者と比較しなければ意味がないため、労使協定方式の対象外の待遇となる（均等・均衡方式）。

派遣先は派遣元に対し、派遣労働者を労使協定方式の者に限定する場合においても、派遣先で実施する
教育訓練の内容及び福利厚生施設の内容について、あらかじめ通知しなければならない（法第２６条第
７項）。

派遣先の
通常の労働者
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法第３０条の４ 第２項（労使協定の周知）

労使協定の周知 派遣元事業主は、労使協定をその雇用する労働者に周知しなければならない。

労使協定は協定対象の派遣労働者はもとより、協定対象ではない派遣労働者及び派遣労働者ではない者
（正社員等）にも周知する必要がある。

周知の対象

周知の方法

①書面の交付、ファクシミリ（※）、電子メール（※）による方法・・・（※）希望する場合のみ

②イントラネット等で常時確認できる方法

③常時派遣元事業主の各事業所の見やすい場所に掲示し、又は備え付ける方法

ただし、労使協定の概要について、①又は②の方法によりあわせて周知する場合に限る。

労使協定の概要は、少なくとも、労使協定の対象となる派遣労働者の範囲、派遣労働者の賃金（基本給、
賞与、通勤手当、退職手当等）の決定方法及び有効期間を盛り込み、派遣労働者が容易に理解できるよ
うにすることが望ましい。

ファクシミリ、電子メールによる方法は、労働者が希望する場合に限る。
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労働契約申込みみなし制度①

労働契約申込みみなし制度（第40条の６、７）

労働契約申込みみなし制度とは、派遣先等により違法派遣が行われた時点で、派遣先等が派遣労働者に対して、
その派遣労働者の雇用主（派遣元事業主等）との労働条件と同じ内容の労働契約を申し込んだとみなす制度です。
なお、派遣先等が違法派遣に該当することを知らず、かつ、知らなかったことに過失がなかったときは、適用さ
れません。
派遣先等が労働契約の申込みをしたものとみなされた場合、みなされた日から１年以内に派遣労働者がこの申

込みに対して承諾する旨の意思表示をすることにより、派遣労働者と派遣先等との間の労働契約が成立します。

派遣労働とみなし制度のイメージ図
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労働契約申込みみなし制度②

労働契約申込みみなし制度の対象となる派遣先等の違法派遣の５つの類型

① 派遣労働者を禁止業務に従事させること
派遣先等が以下の業務に派遣労働者を従事させた場合には、その派遣労働者に対して労働契約を申し込んだものとみな

されます。⑴港湾運送業務 ⑵建設業務 ⑶警備業務 ⑷病院等における医療関連業務（⑷については紹介予定派遣の場
合や産前産後休業・育児休業・介護休業等を取得する労働者の代替の場合等は派遣が可能です。）

② 無許可事業主から労働者派遣の役務の提供を受けること
無許可事業主から労働者派遣を受けた場合には、その事業主から受け入れた派遣労働者に対して労働者派遣を受けた者

が労働契約を申し込んだものとみなされます。許可事業主については、厚生労働省が運営する「人材サービス総合サイト
※」で確認することができます。※許可を得ている全ての事業所を掲載しています。

③ 事業所単位の期間制限に違反して労働者派遣を受けること
以下の場合は、期間制限の抵触日以降、受け入れた派遣労働者（期間制限の対象外の派遣労働者を除く）に対して派遣

先等が労働契約を申し込んだものとみなされます。
⑴抵触日の1か月前までに過半数労働組合等から派遣可能期間を延長するための意見聴取を行わずに、引き続き労働者派
遣を受けた場合 ⑵意見を聴取した過半数代表者が管理監督者であった場合（管理監督者しかいない場合に、民主的な方
法によって選出された者から意見聴取を行った場合は除きます。） ⑶派遣可能期間を延長するための代表者選出である
ことを明示せずに選出された者から、意見聴取を行った場合 ⑷使用者の指名等の非民主的方法によって選出された者か
ら意見聴取を行った場合

④ 個人単位の期間制限に違反して労働者派遣を受けること
同一の派遣労働者を、３年を超えて派遣先等の同一の組織単位に従事させた場合、その派遣労働者に対して派遣先等が

労働契約を申し込んだものとみなされます。

⑤ いわゆる偽装請負等
労働者派遣法または同法により適用される労働基準法等の適用を免れる目的で、請負契約等の契約を締結し、実際には

労働者派遣を受けた場合には、労働契約申込みみなし制度が適用されます。労働者派遣と請負の区分については、厚生労
働省のホームページで「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」等を公表しています。

1

２

３

４

５
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第二条請負の形式による契約により行う業務に自己の雇用する労働者を従事させることを業として行う事業主であつても、

当該事業主が当該業務の処理に関し次の各号のいずれにも該当する場合を除き、労働者派遣事業を行う事業主とする。

一 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより自己の雇用する労働者の労働力を自ら直接利用するものであること。

イ 次のいずれにも該当することにより業務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行うものであること。

(１) 労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。

(２) 労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

ロ 次のいずれにも該当することにより労働時間等に関する指示その他の管理を自ら行うものであること。

(１) 労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理(これらの単なる把握を除く。)

を自ら行うこと。

(２) 労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示その他の管理(これらの場合に

おける労働時間等の単なる把握を除く。)を自ら行うこと。

ハ 次のいずれにも該当することにより企業における秩序の維持、確保等のための指示その他の管理を自ら行うものである

こと。

(１) 労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行うこと。

(２) 労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。

二 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより請負契約により請け負つた業務を自己の業務として当該契約の相手方

から独立して処理するものであること。

イ 業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支弁すること。

ロ 業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのすべての責任を負うこと。

ハ 次のいずれかに該当するものであつて、単に肉体的な労働力を提供するものでないこと。

(１) 自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材(業務上必要な簡易な工具を除く。)又は材料若しく

は資材により、業務を処理すること。

(２) 自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務を処理すること。

労働者派遣事業と請負の区分①

労働者派遣事業と請負の区分

労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（抄）
(昭和 61 年労働省告示第 37 号)

（最終改正平成 24 年厚生労働省告示第 518 号）
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労働者派遣事業と請負の区分②

告示のポイント（適正な請負のために）

78

１ 次のいずれにも該当することにより業務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行うもの
であること。

(１) 労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。

(２) 労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、当該労働者に対する仕事の割り付け、順序、緩急の調整等につき、当

該事業主が自ら行うものであるか否かを総合的に勘案して行う。「総合的に勘案して行う」
とは、これらのうちいずれかの事項を事業主が自ら行わない場合であっても、これについて
特段の合理的な理由が認められる場合は、直ちに当該要件に該当しないとは判断しないとい
う趣旨である。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、当該労働者の業務の遂行に関する技術的な指導、勤惰点検、出来高査

定等につき、当該事業主が自ら行うものであるか否かを総合的に勘案して行う。



労働者派遣事業と請負の区分③
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２ 次のいずれにも該当することにより労働時間等に関する指示その他の管理を自ら行うもの
であること。

(１) 労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理
(これらの単なる把握を除く。)を自ら行うこと。

(２) 労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示
その他の管理(これらの場合における労働時間等の単なる把握を除く。)を自ら行うこと。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、受託業務の実施日時（始業及び終業の時刻、休憩時間、休日等）につ

いて、事前に事業主が注文主と打ち合わせているか、業務中は注文主から直接指示を受ける
ことのないよう書面が作成されているか、それに基づいて事業主側の責任者を通じて具体的
に指示が行われているか、事業主自らが業務時間の実績把握を行っているか否かを総合的に
勘案して行う。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、労働者の時間外、休日労働は事業主側の責任者が業務の進捗状況等を

みて自ら決定しているか、業務量の増減がある場合には事前に注文主から連絡を受ける体制
としているか否かを総合的に勘案して行う。



労働者派遣事業と請負の区分④

80

３ 次のいずれにも該当することにより企業における秩序の維持、確保等のための指示その他の
管理を自ら行うものであること。

(１) 労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行うこと。

(２) 労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、当該労働者に係る事業所への入退場に関する規律、服装、職場秩序の

保持、風紀維持のための規律等の決定、管理につき、当該事業主が自ら行うものであるか否
かを総合的に勘案して行う。なお、安全衛生、機密の保持等を目的とする等の合理的な理由
に基づいて相手方が労働者の服務上の規律に関与することがあっても、直ちに当該要件に該
当しないと判断されるものではない。

（具体的判断基準）
当該要件の判断は、当該労働者に係る勤務場所、直接指揮命令する者等の決定及び変更に

つき、当該事業主が自ら行うものであるか否かを総合的に勘案して行う。なお、勤務場所に
ついては、当該業務の性格上、実際に就業することとなる場所が移動すること等により、
個々具体的な現実の勤務場所を当該事業主が決定又は変更できない場合は当該業務の性格に
応じて合理的な範囲でこれが特定されれば足りるものである。



４ 業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支弁すること。

５ 業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのすべての責任を
負うこと。

労働者派遣事業と請負の区分⑤
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（具体的判断基準）
当該要件の判断に当たり、資金についての調達、支弁の方法は特に問わないが、事業運転

資金等はすべて自らの責任で調達し、かつ、支弁していることが必要である。

（具体的判断基準）
〔車両運行管理業務の場合〕
自動車事故等が発生し、注文主が損害を被った場合には、受託者が注文主に対して損害

賠償の責任を負う（又は求償権に応ずる）旨の規定を契約書に明記するとともに、当該責
任を負う意思及び履行能力を担保するため、受託者が自動車事故等に係る任意保険に加入
していること。
〔給食受託業務の場合〕
契約書等に食中毒等が発生し損害賠償が求められる等注文主側が損害を被った場合には、

受託者が注文主に対して損害賠償の責を負う（又は求償に応ずる）旨の規定を明記してい
ること。



６ 次のいずれかに該当するものであつて、単に肉体的な労働力を提供するものでないこと。

(１) 自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材(業務上必要な簡易な工具を
除く。)又は材料若しくは資材により、業務を処理すること。

(２) 自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務を処理する
こと。

労働者派遣事業と請負の区分⑥
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（具体的判断基準）
当該要件は、機械、設備、資材等の所有関係、購入経路等の如何を問うものではないが、

機械、資材等が相手方から借り入れ又は購入されたものについては、別個の双務契約（契約
当事者双方に相互に対価的関係をなす法的義務を課する契約）による正当なものであること
が必要である。なお機械、設備、器材等の提供の度合については、単に名目的に軽微な部分
のみを提供するにとどまるものでない限り、請負により行われる事業における一般的な社会
通念に照らし通常提供すべきものが業務処理の進捗状況に応じて随時提供使用されていれば
よいものである。

（具体的判断基準）
当該要件は、事業主が企業体として有する技術、技能等に関するものであり、業務を処理

する個々の労働者が有する技術、技能等に関するものではない。



人材サービス総合サイトの活用①
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【情報提供すべき事項】

①派遣労働者の数 ②派遣先の数
③マージン率 ④教育訓練に関する事項
⑤労働者派遣に関する料金額の平均額 ⑥派遣労働者の賃金額の平均額
⑦労使協定を締結しているか否かの別 ⑧その他参考となる事項



人材サービス総合サイトの活用②
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掲載の申込みは
こちらから



社内様式は最新の法律に対応していますか？今一度ご確認ください。

①労働者派遣個別契約書
●記載項目の不足
「派遣労働者を協定対象労働者に限定するか否かの別」、「業務に伴う責任の程度」

●記載内容の不備
製造業務に従事させる場合に「製造業務専門派遣元（先）責任者」を選任していない
就業日外労働及び就業時間外労働の記載誤り（回数、時間数など）

指導監督時に多く見られる法違反等①
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②就業条件明示書
●記載項目の不足
「業務に伴う責任の程度」
「労働者派遣に関する料金」

●記載内容の不備
期間制限を受けないのに抵触日が記載されて

いる（制限を受けない場合はその旨を記載）
製造業務に従事させる場合に「製造業務専門

派遣元（先）責任者」を選任していない

指導監督時に多く見られる法違反等②
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③派遣元管理台帳
●記載項目の不足
「協定対象派遣労働者であるか否かの別」
「業務に伴う責任の程度」
「希望する雇用安定措置の内容」

●記載内容の不備
就業日外労働及び就業時間外労働の記載誤り

（回数、時間数など）
製造業務に従事させる場合に「製造業務専門

派遣元（先）責任者」を選任していない

指導監督時に多く見られる法違反等③
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④派遣先通知書
●記載項目の不足
「待遇決定方式」

●記載内容の不備
「年齢に関する事項」について、具体的な年齢を記載している（18歳以上）

指導監督時に多く見られる法違反等④
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⑤待遇情報の明示
●明示事項の不足
「協定対象労働者であるか否か」

指導監督時に多く見られる法違反等⑤
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「労働者派遣事業報告書」の様式が変わります
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優良派遣事業者認定①
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優良派遣事業者認定②
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労働条件明示のルール改正について①
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労働条件明示のルール改正について②
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労働条件明示のルール改正について③

記載例
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オンラインセミナーのご紹介

96


